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1. 概要 

本資料は，再処理施設，廃棄物管理施設，MOX 燃料加工施設の設計基準対象施設及び再

処理施設，MOX 燃料加工施設の重大事故等対処施設に対する機器，配管類の耐震計算書に

おいて，効率的な説明を行うための類型化の考え方を補足説明するものである。 

 

ここでは，第６条の要求である地震による損傷の防止（以下「第６条」という。），第

６条以外からの要求として火災，溢水，さらに重大事故等対処施設等（以下「第６条以

外」という。）に対する耐震評価は膨大な物量であるため，耐震評価が必要となる全ての

設備に対する類型化方法を示す。類型化に当たっては既設工認時の評価内容及び既設工

認時における説明内容の変更有無に対して行う。 

 

2. 類型化に対する検討条件について 

類型化に当たっては，既設工認における評価内容を踏まえ機器，配管類に対する評価

手法ごとに分類する。 

 

2.1 既設工認における評価内容 

既設工認における機器，配管類に対する耐震評価としては，基本方針である「Ⅳ－

１－１－10 機器の耐震支持方針」及び「Ⅳ－１－１－11 配管類の耐震支持方針」

に則り，定型式による評価，計算機プログラムによる評価，標準支持間隔による評価，

多質点系はりモデルによる評価の４種類の評価を行っている。 

また，耐震計算書は，JEAG4601-1987 に示す５種類の設備区分に対し，各設備の複雑

な構造の模擬として固有の振動モードを表現する評価モデル及びモデル化に用いる支

持条件，設備の形状に伴うパラメータ等を踏まえた算出式を設定※１し，評価を行って

いる。 

既設工認時における算出式設定の考え方を添付－１，基本方針における定型式の分

類について添付－２に示す。 

※１：機器の定型式は，計算書作成の基本方針に 47 種類，個別の耐震計算書に９種類の合計 56 種類に分類。 

 

これら設工認時の評価内容に対する類型化としては，設備形状に応じた設備固有の

振動モードを表現するための固有周期算出式（評価モデル及びモデル化に用いる支持

条件）に対して行う。 

 

3. 類型化検討内容 

3.1 評価手法ごとの類型化に対する考え方について 

3.1.1 機器の評価手法 

a．定型式による評価 

定型式による評価は，2.1 項に示す通り 56 種類の定型式により行っており，この

うちＢクラス設備に対する評価は，基本方針に評価方針を示した上で事業者の管理

3



 

2 
 

にて実施するため，今回の類型化からはＢクラス設備に用いる定型式（24 種類）を

除いた 32 種類に対して固有周期算出式（評価モデル及びモデル化に用いる支持条件）

による類型化を行う。 

 

定型式に対する類型化分類としては，固有周期算出式に用いる評価モデル（１質

点系又は２質点系モデル等），モデル化に用いる支持条件（床支持，壁支持等）が同

一である設備ごとに分類することで，分類数は 15 分類となる。 

設備分類ごとの形状及び固有周期算出式を添付－３に示す。 

 

b．計算機プログラムによる評価 

計算機プログラムによる評価は，計算機プログラムの種別に関わらず，モデル化，

荷重算出までの過程は計算機プログラム内にモデルの入力条件を設定することで行

っており，固有周期の算出についても全て計算機プログラム内で行っている。 

計算機プログラムによる評価を行っている機器については，定型式による評価を行

っている機器に対し，より詳細な評価を行うことを目的に実施していることから，

分類数としては定型式による評価と同一の 15 分類となる。 

 

3.1.2 配管類の評価手法 

a．標準支持間隔による評価 

標準支持間隔による評価は，配管類の形状に関わらず，モデル化として全て直管

部分に置き換え，直管部標準支持間隔を設定し，荷重算出後の計算については JEAG

の計算式による評価を行っている。 

標準支持間隔による評価を行っている配管類については，固有周期算出式（評価

モデル及びモデル化に用いる支持条件）は全て同一であることから，分類としては

１分類となる。 

 

b．多質点系はりモデルによる評価（弁の機能維持評価も含む） 

計算機プログラムによる評価は，計算機プログラムの種別に関わらず，モデル化，

荷重算出までの過程は計算機プログラム内にモデルの入力条件を設定することで行っ

ており，固有周期の算出についても全て計算機プログラム内で行っている。 

計算機プログラムによる評価を行っている配管類については，標準支持間隔による

評価を行っている配管類に対し，より詳細な評価を行うことを目的に実施しているこ

とから，分類数としては標準支持間隔による評価と同一の１分類となる。 

 

3.1.3 加振試験による評価 

可搬型設備については，加振試験により妥当性を示すことから，機器及び配管類とは

異なる分類として１分類となる。 
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以上より，再処理事業所における耐震評価に対する分類数としては，機器は評価手法

ごとに 15 分類，配管類は評価手法ごとに１分類，可搬型設備は１分類となる。 

再処理事業所における耐震評価に対する類型化体系図を添付－４に示す。 

 これら評価内容の類型化については既設工認時に説明を行っていることから，今回の

設工認申請においては，既設工認時の説明内容の変更有無に対して更なる類型化を行っ

た上で説明対象となる設備の選定を行う。次項では説明内容に対する類型化の考え方を

示す。 

3.2 既設工認時の説明内容に対する類型化の考え方について 

3.2.1 既設工認の説明実績を踏まえた類型化 

今回の申請においては，既設工認で説明済みである内容から地震動の変更のみ行

っている設備のほか，新設設備，補強等に伴い評価モデルを変更している設備，既

設工認時と評価方法は同一であっても評価条件を変更している設備があるため，既

設工認時の説明内容からの変更有無に対する類型化を行う。 

設工認時の説明内容に対する類型化としては，既設工認時に説明した評価条件等

（評価手法，評価モデル，計算式）に対する変更内容ごとに分類を行い，既設工認

の説明実績の有無を踏まえると以下の４分類となる。 

耐震評価設備説明分類フロー図を添付－５に示す。 

＜分類＞ 

① 新規に設計した設備又は設計を変更した設備のうち，評価手法，評価モデル，

計算式のいずれかが説明実績の無い設備（該当設備：新設・補強設備で計算機

プログラムによる評価を行う設備）

② 新規に設計した設備又は設計を変更した設備のうち，評価手法，評価モデル，

計算式全てが既設工認基本方針と同一の設備（該当設備：新設・補強設備で定

型式による評価を行う設備）

③ 既設工認評価に対して評価条件等を変更した設備（該当設備：既設設備で評価

条件を変更した評価を行う設備）

④ 既設工認評価にて説明した評価条件等と同一の設備（該当設備：既設設備で評

価条件を変更していない設備）

3.2.2 分類ごとの類型化 

今回の申請における説明実績を踏まえた類型化としては，①新規に設計した設備

又は設計を変更した設備のうち，評価手法，評価モデル，計算式のいずれかが説明

実績の無い設備及び③既設工認評価に対して評価条件等を変更した設備が対象とな

る。 

＜類型化内容＞ 
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① 新規に設計した設備又は設計を変更した設備のうち，評価手法，評価モデル，

計算式のいずれかが説明実績の無い設備（新設・補強設備で計算機プログラムに

よる評価を行う設備） 

計算機プログラムによる評価を行う設備については，3.1.1 項に示した設備形

状に応じた類型化を行うが，そのうち補強設備は既設工認にて説明を行った評価

モデルを変更しているため，変更した補強内容ごとの類型化を行う。

③ 既設工認評価に対して評価条件等を変更した設備（既設設備で評価条件を変更

した評価を行う設備） 

評価条件を変更した設備（計算式の追加，評価モデル変更等）は，既設工認か

らの変更内容について類型化を行う。 

なお，既設工認にて説明した評価条件等が同一である新規に設計した設備又は設

計を変更した設備のうち，評価手法，評価モデル，計算式全てが既設工認基本方針

と同一の設備及び④既設工認評価にて説明した評価条件等と同一の設備は，評価に

用いる地震動及び計算結果以外は既設工認時に説明した評価と同一であるため，耐

震計算書の内容を確認いただく。 

説明対象となる代表設備の選定の考え方を次項に示す。 

3.2.3 代表設備の選定方法 

 代表設備の選定に当たっては，3.2.2 項の既設工認時の説明内容の変更有無のほ

か，補足説明資料 耐震建物 01「耐震評価対象の網羅性，既設工認との手法の相違点

の整理について」に示す影響評価等の新たに評価を実施した設備を含め，最も効率

的な説明となる設備を選定する。 

説明を行う代表設備の選定方法を添付－６に示す。 

4. まとめ

再処理事業所の耐震評価に対する類型化としては，機器は評価手法ごとに 15 分類，

配管類は評価手法ごとに１分類，可搬型設備１分類となる。

第１回申請設備である安全冷却水Ｂ冷却塔の分類としては，「⑬架構型設備＋①新規に

設計した設備又は設計を変更した設備のうち，評価手法，評価モデル，計算式のいずれ

かが説明実績の無い設備」，安全冷却水Ｂ冷却塔～前処理建屋の配管については「①標準

支持間隔による評価」の代表設備として説明を行う。 

第６条以外の設備及びその他の説明を行う代表設備については，今回示した類型化

の全体像を活用し後次回申請以降に説明する。 

以上 
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基本方針における定型式の分類 添付－２

■：Ｂクラス設備に対する定型式

別添－１ 横置一胴円筒形容器（耐震設計上の重要度分類Bクラス）の耐震性に関する計算書作成の基本方針 (１) 横置型設備

別添－２
中間支持たて置円筒形容器（4ラグ支持,耐震設計上の重要度分類Ａｓ及びＡクラス）の耐震性に関する計算書
作成の基本方針

９ 中間支持設備

別添－３
中間支持たて置円筒形容器（4ラグ支持,耐震設計上の重要度分類Ｂクラス）の耐震性に関する計算書作成の基
本方針

（９） 中間支持設備

別添－４
スカート支持たて置円筒形容器（耐震設計上の重要度分類Ａｓ及びＡクラス）の耐震性に関する計算書作成の
基本方針

２ スカート型設備

別添－５ スカート支持たて置円筒形容器（基本設計上の重要度分類Ｂクラス）の耐震性に関する計算書作成の基本方針 （２） スカート型設備

別添－６ たて軸ポンプ（耐震設計上の重要度分類Ｂクラス）の耐震性に関する計算書作成の基本方針 （８） 埋込型設備

別添－７ 横軸ポンプ（耐震設計上の重要度分類Ａｓ及びＡクラス）の耐震性に関する計算書作成の基本方針 14 剛体設備

別添－８ 横軸ポンプ（耐震設計上の重要度分類Ｂクラス）の耐震性に関する計算書作成の基本方針 （14） 剛体設備

別添－９ 天井クレーン（耐震設計上の重要度分類Ｂクラス）の耐震性に関する計算書作成の基本方針 （12） 搬送設備

別添－10 横置－胴円筒形容器（耐震設計上の重要度分類Ａｓ及びＡクラス）の耐震性に関する計算書作成の基本方針 １ 横置型設備

別添－11 平底たて置円筒形容器（耐震設計上の重要度分類Ａｓ及びＡクラス）の耐震性に関する計算書作成の基本方針 ３ 平底型設備

別添－12
中間支持たて置円筒形容器（２ラグ支持，耐震設計上の重要度分類Ａｓ及びＡクラス）の耐震性に関する計算
書作成の基本方針

９ 中間支持設備

別添－13 たて軸ポンプ（耐震設計上の重要度分類Ａs及びＡクラス）の耐震性に関する計算書作成の基本方針 ８ 埋込型設備

別添－14 デミスタ（２脚支持，耐震設計上の重要度分類Ａｓ及びＡクラス）の耐震性に関する計算書作成の基本方針 １ 横置型設備

別添－15
中間支持たて置円筒形容器（１ラグ支持，耐震設計上の重要度分類Ａｓ及びＡクラス）の耐震性に関する計算
書作成の基本方針

５ 片持中間支持設備

別添－16
中間支持たて置角形容器（２ラグ支持，耐震設計上の重要度分類Ａｓ及びＡクラス）の耐震性に関する計算書
作成の基本方針

９ 中間支持設備

別添－17
中間支持たて置円筒形容器（２ラグ支持，耐震設計上の重要度分類Ｂクラス）の耐震性に関する計算書作成の
基本方針

（９） 中間支持設備

別添－18
中間支持たて置円筒形容器（１ラグ支持，耐震設計上の重要度分類Ｂクラス）の耐震性に関する計算書作成の
基本方針

（５） 片持中間支持設備

別添－19 デミスタ（１脚支持，耐震設計上の重要度分類Ｂクラス）の耐震性に関する計算書作成の基本方針 （１） 横置型設備

別添－20 フィルタユニット（耐震設計上の重要度分類Ｂクラス）の耐震性に関する計算書作成の基本方針 （３） 平底型設備

別添－21 四脚たて置円筒形容器（耐震設計上の重要度分類Ａｓ及びＡクラス）の耐震性に関する計算書作成の基本方針 ６ 四脚支持設備

別添－22 四脚たて置円筒形容器（耐震設計上の重要度分類Ｂクラス）の耐震性に関する計算書作成の基本方針 （６） 四脚支持設備

別添－23 デミスタ（１脚支持，耐震設計上の重要度分類Ａｓ及びＡクラス）の耐震性に関する計算書作成の基本方針 １ 横置型設備

別添－24 デミスタ（２脚支持，耐震設計上の重要度分類Ｂクラス）の耐震性に関する計算書作成の基本方針 （１） 横置型設備

別添－25 プレート式熱交換器（耐震設計上の重要度分類Ａｓ及びＡクラス）の耐震性に関する計算書作成の基本方針 ４ プレート型設備

別添－26 フィルタユニット（耐震設計上の重要度分類Ａｓ及びＡクラス）の耐震性に関する計算書作成の基本方針 ３ 平底型設備

別添－27
フィルタユニット（しゃへい体一体形，耐震設計上の重要度分類Ａクラス）の耐震性に関する計算書作成の基
本方針

３ 平底型設備

別添－28 平底たて置円筒形容器（耐震設計上の重要度分類Ｂクラス）の耐震性に関する計算書作成の基本方針 （３） 平底型設備

別添－29
上部スカート支持たて置円筒形容器（耐震設計上の重要度分類Ｂクラス）の耐震性に関する計算書作成の基本
方針

（２） スカート型設備

別添－30
中間支持たて置円筒形容器（長手方向２ラグ支持，耐震設計上の重要度分類Ａｓ及びＡクラス）の耐震性に関
する計算書作成の基本方針

５ 片持中間支持設備

別添－31
中間支持たて置円筒形容器（長手方向２ラグ支持，耐震設計上の重要度分類Ｂクラス）の耐震性に関する計算
書作成の基本方針

（５） 片持中間支持設備

別添－32
中間支持たて置角形容器（２ラグ支持，耐震設計上の重要度分類Ｂクラス）の耐震性に関する計算書作成の基
本方針

（９） 中間支持設備

別添－33 環状形槽（平底たて置，耐震設計上の重要度分類Ａｓ及びＡクラス）の耐震性に関する計算書作成の基本方針 ３ 平底型設備

別添－34 環状形槽（平底たて置，耐震設計上の重要度分類Ｂクラス）の耐震性に関する計算書作成の基本方針 （３） 平底型設備

別添－35 円筒形パルスカラム（耐震設計上の重要度分類Ａｓ及びＡクラス）の耐震性に関する計算書作成の基本方針 ９ 中間支持設備

別添－36 円筒形パルスカラム（耐震設計上の重要度分類Ｂクラス）の耐震性に関する計算書作成の基本方針 （９） 中間支持設備

別添－37 充てん塔（耐震設計上の重要度分類Ａｓ及びＡクラス）の耐震性に関する計算書作成の基本方針 ９ 中間支持設備

別添－38 ミキサ・セトラ（耐震設計上の重要度分類Ａｓ及びＡクラス）の耐震性に関する計算書作成の基本方針 13 架構型設備

別添－39 ミキサ・セトラ（耐震設計上の重要度分類Ｂクラス）の耐震性に関する計算書作成の基本方針 (13) 架構型設備

機器の耐震性に関する計算書作成の基本方針 固有周期算出式による分類
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基本方針における定型式の分類 添付－２

機器の耐震性に関する計算書作成の基本方針 固有周期算出式による分類

別添－40 グローブボックス等（耐震設計上の重要度分類Ａ及びＢクラス）の耐震性に関する計算書作成の基本方針 13 架構型設備

別添－41
バッファチューブ（２ラグ支持，耐震設計上の重要度分類Ａｓ及びＡクラス）の耐震性に関する計算書作成の
基本方針

９ 中間支持設備

別添－42 バッファチューブ（２ラグ支持，耐震設計上の重要度分類Ｂクラス）の耐震性に関する計算書作成の基本方針 （９） 中間支持設備

別添－43
バッファチューブ（小口径タイプ、耐震設計上の重要度分類Ａｓ及びＡクラス）の耐震性に関する計算書作成
の基本方針

９ 中間支持設備

別添－44
バッファチューブ（小口径タイプ、耐震設計上の重要度分類Ｂクラス）の耐震性に関する計算書作成の基本方
針

（９） 中間支持設備

別添－45 溶媒フィルタ（耐震設計上の重要度分類Ｂクラス）の耐震性に関する計算書作成の基本方針 （11） 上下支持設備

別添－46
フィルタユニット（しゃへい体一体形，耐震設計上の重要度分類Ｂクラス）の耐震性に関する計算書作成の基
本方針

（３） 平底型設備

別添－47
中間支持横置円筒形容器（１ラグ支持，耐震設計上の重要度分類Ｂクラス）の耐震性に関する計算書作成の基
本方針

（５） 片持中間支持設備

１ 横置型設備

３ 平底型設備

３ 平底型設備

15 矩形型設備

11 上下支持設備

11 上下支持設備

10 昇降設備

７ 片持搬送設備

12 搬送設備

注）分類番号を括弧で記載するものは，事業者管理として評価を行う設備であるため，参考として分類を記載する。

横置円筒形容器（3脚以上支持）

個別の耐震計算書に定型式を示している設備 固有周期算出式による分類

クレーン・台車類

中間支持たて置円筒形容器（フランジ固定）

ディーゼル機関・発電機

矩形電気計装設備

躯体付構造設備

固定式クレーン

昇降装置

燃料仮置きラック
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設備分類ごとの形状及び固有周期算出式 添付－３

②スカート型設備

項目
別添-４,(５)

スカート支持たて置円筒形容器

構造図

固有周期算出式
（評価モデル）

固有周期算出式
（支持条件）
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設備分類ごとの形状及び固有周期算出式 添付－３

③平底型設備

項目
別添-11,(28)

平底たて置円筒形容器
別添-(20),26

フィルタユニット
別添-27,(46)

フィルタユニット（しゃへい体一体形）

個別の耐震計算書
中間支持たて置円筒形容器

（フランジ固定）

個別の耐震計算書
ディーゼル機関・発電機

別添-33,(34)
環状形槽（平底たて置）

構造図

固有周期算出式
（評価モデル）

固有周期算出式
（支持条件）

モデル図が他と異なるように見えるが，上
下それぞれに対する計算を実施している。

・固有周期は計算機プログラムにより算出
している。

（注）本設備の応力算出は，固有周期算出
モデルを用いた地震応答解析により求めた
荷重を，定型式で計算することで算出して
いる。

12



設備分類ごとの形状及び固有周期算出式 添付－３

④プレート型設備

項目
別添-25

プレート式熱交換器

構造図

固有周期算出式
（評価モデル）

固有周期算出式
（支持条件）
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設備分類ごとの形状及び固有周期算出式 添付－３

⑤片持中間支持設備

項目
別添-15,(18)

中間支持たて置円筒形容器（1ラグ支持）
別添-30,(31)

中間支持たて置円筒形容器（長手方向2ラグ支持）

構造図

固有周期算出式
（評価モデル）

固有周期算出式
（支持条件）

14





設備分類ごとの形状及び固有周期算出式 添付－３

⑦片持搬送設備

項目
個別の耐震計算書
固定式クレーン

構造図

固有周期算出式
（評価モデル）

固有周期算出式
（支持条件）
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設備分類ごとの形状及び固有周期算出式 添付－３

⑨中間支持設備

項目
別添-２,(３)

中間支持たて置円筒形容器（４ラグ支持）
別添-12,(17)

中間支持たて置円筒形容器（2ラグ支持）
別添-16,(32)

中間支持たて置角形容器（2ラグ支持）
別添-35,(36)

円筒形パルスカラム

構造図

固有周期算出式
（評価モデル）

・固有周期は計算機プログラムにより算出している。

（注）本設備の応力算出は，固有周期算出モデルを用
いた地震応答解析により求めた荷重を，定型式で計算
することで算出している。

固有周期算出式
（支持条件）

振動系の角速度は 振動系の角速度は 振動系の角速度は

18



設備分類ごとの形状及び固有周期算出式 添付－３

⑨中間支持設備

項目

構造図

固有周期算出式
（評価モデル）

固有周期算出式
（支持条件）

別添-37
充てん搭

別添-41,(42)
バッファチューブ（2ラグ支持）

別添-43,(44)
バッファチューブ（小口径タイプ）

・固有周期は計算機プログラムにより算出している。

（注）本設備の応力算出は，固有周期算出モデルを用
いた地震応答解析により求めた荷重を，定型式で計算
することで算出している。

・固有周期は計算機プログラムにより算出している。

（注）本設備の応力算出は，固有周期算出モデルを用
いた地震応答解析により求めた荷重を，定型式で計算
することで算出している。

・固有周期は計算機プログラムにより算出している。

（注）本設備の応力算出は，固有周期算出モデルを用
いた地震応答解析により求めた荷重を，定型式で計算
することで算出している。
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設備分類ごとの形状及び固有周期算出式 添付－３

⑬架構型設備

項目
別添-38,(39)
ミキサ・セトラ

別添-40
グローブボックス等

構造図

固有周期算出式
（評価モデル）

固有周期算出式
（支持条件）

・固有周期は計算機プログラムにより算出している。

（注）本設備の応力算出は，固有周期算出モデルを用
いた地震応答解析により求めた荷重を，定型式で計算

することで算出している。

・固有周期は計算機プログラムにより算出している。

（注）本設備の応力算出は，固有周期算出モデルを用
いた地震応答解析により求めた荷重を，定型式で計算

することで算出している。
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設備分類ごとの形状及び固有周期算出式 添付－３

項目
別添-７,(８)
横軸ポンプ

構造図

固有周期算出式
（評価モデル）

⑭剛体設備

固有周期算出式
（支持条件）
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設備分類ごとの形状及び固有周期算出式 添付－３

⑮矩形型設備

項目
個別の耐震計算書
矩形電気計装設備

構造図

固有周期算出式
（評価モデル）

固有周期算出式
（支持条件）

固有周期は加振試験又は機械的衝撃による自由振動試
験により求める。
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耐震評価設備説明分類フロー

新規制基準対応に伴い，

設備を変更しているか

No 

（既設）

Yes

（新設・補強）

設 備

（ 新 設 ・ 補 強 ・ 既 設 ）

評価手法，評価モデル，

計算式のいずれかが既

認可実績の無い設備か

No

Yes Yes

既設工認より入力地震

動以外の変更を行った

設備か

【説明内容】

既設工認基本方針の内容と同一の評価を行って

いることから，計算結果を確認いただく※。

【説明内容】

既設工認から評価条件を変更した設備の説明を代

表設備にて行う。

説明に当たっては，以下a.～e.に示す変更した評

価条件内容ごとの類型化を行った上で説明を行う。

＜既設工認から変更した評価条件＞

a．最新文献等を反映し、計算式を追加した設備

b．耐震クラスの格上げに伴い，評価内容を見直した設備

c．波及的影響設備の見直しに伴い，評価内容を見直した設備

d. 評価手法を定型式による評価から計算機プログラムによる

評価に見直した設備

e．評価モデルの計算諸元に対し，精緻化を行った設備

【説明内容】

既設工認時に説明を行った評価手法と同一であ

ることから，評価結果のみを確認頂く※。

No

【説明内容】

既認可実績がないため，評価内容（評価手法，

評価モデル，適用している計算式）の説明を代

表設備にて行う。

そのうち，補強設備は既設工認で説明を行った

評価モデルにを変更しているため，変更した評

価条件内容ごとの類型化を行った上で説明を行

う。

① 新規に設計した設備又は設計を変更した

設備のうち，評価手法，評価モデル，

計算式のいずれかが説明実績の無い設備
（新設・補強設備で計算機ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑによる評価を行う設備)

③ 既 設 工 認 評 価 に 対 し て

評 価 条 件 等 を 変 更 し た 設 備

（ 既 設 設 備 ）

④ 既 設 工 認 評 価 に て 説 明

し た 評 価 条 件 等 同 一 の 設 備

（ 既 設 設 備 ）

※①及び③から選定した説明対象となる設備に対して，類型化を行った上で説明する。

② 新規に設計した設備又は設計を変更した

設備のうち，評価手法，評価モデル，

計算式全てが既設工認基本方針と同一の設備
（新設・補強設備で定型式による評価を行う設備）

添
付
－
５
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